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論文の要旨 

 
1．論文の概要 

 本論文は、環境経済勘定：セントラルフレームワーク（System of Environmental -Economic 

Accounting Central Framework，SEEA-CF）の理論と研究方法を用いて、水資源の資産勘定、水資

源 SAM 分析、日中間の水移動の三つの側面から中国の水資源の利用の状況を考察することを意図し

ている。 

 本論文の研究目的は、以下の通りである。第 1 に、SEEA-CF の応用に関して、環境の産業連関

分析に欠かせない投入係数の安定性をいかに確保できるのかを検討する。具体的には、商品技術仮

定を用いて供給・使用表による産業連関表を作成する際に、いかなる手法を適用すれば、負の投入

係数が発生せず、また推計した投入係数が公式統計の値との乖離が小さくなるかについて複数の手

法を検討することを目的としている。 

 第 2 に、SEEA-CF のフレームワークの中国への適用を試みる。具体的には、2017 年の中国の水

資源勘定を作成し、中国の水資源の状況を明らかにし、水資源の非生産資産としての貨幣価値量を

推計する。さらに、水資源の社会会計行列（SAM）を用いて、地表水と地下水が経済全体に及ぼす

影響を定量的に分析する。 

 第 3 に、水資源の資産勘定のみでは、国内外の水資源の利用を把握できないため、本研究では、

日中間の供給・使用表を作成し、商品貿易を通じた水資源の状況を定量的に明らかにし、物的およ

び貨幣的な両側面から水資源の移動を明らかにする。 

 



2．論文の構成と内容 

 本論文は、以下の 7 章から構成されている。第 1 章では、問題提起、研究目的と研究の意義を

叙述している。研究の背景として、増大し続ける人口と急速に発展する経済を支えている中国は、

近年これまでにない水資源の制約に直面している。中国がこうした水資源の不足を緩和する措置を

講じるためには定量的なデータの根拠付けが必要である。SEEA-CF は、物的および貨幣的な両側面

から、このようなデータのエビデンスを提供することが可能であり、本研究は中国の社会・政策課

題にとって重要な意味を持つことが述べられている。 

 第 2 章では、中国での環境・経済統合勘定に関する先行研究を整理されている。まず、環境・

経済統合勘定の中国における理論研究と実証分析のサーヴェイがなされている。次に、水をテーマ

とした研究について、具体的に水資源勘定、水資源の貨幣価値量、水資源の資産負債表等がとりあ

げられている。さらに、供給・使用表から産業連関表を導出する際に用いる技術仮定に関する先行

研究が整理されている。 

 第 3 章では、商品技術仮定が負の投入係数をもたらす問題と解決策、そして技術仮定の国際産

業連関表への応用について、具体的な数値例を用いた推計がなされている。第 1 に、中国の供給・

使用表を用いて商品技術仮定と産業技術仮定の計算結果を比較しつつ、両仮定の課題を明らかにし

た。これに対して、独自の比例的産出係数を用いて、中国の産業別の供給表をアクティビティ別の

供給表に転換することによって商品技術仮定の負の投入係数が発生する問題を解決し、投入係数が

より安定していることを示した。第 2 に、日中間の国際供給・使用表を作成し、商品技術仮定と混

合技術仮定で導出した投入係数を比較しつつ、混合技術仮定により導出された投入係数が安定的で

あることが示された。 

 第 4 章では中国の水資源勘定の作成を試みた。本章では、まず、SEEA-CF のフレームワークに

沿い、中国の水資源の現状と管理に関する統計データを用いた、中国の物的水資源勘定と貨幣的水

資源勘定の作成手法が明らかにされている。次に、上記の統計データを用いて、2017 年の物的・貨

幣的資産勘定と汚染物質排出の勘定を作成した。さらに、水資源の貨幣価値量計算について、本論

文では中国の実際の状況に照らして、市場価値法と NPV 法を用いて推計を行った。 

 第 5 章では、前章の応用として、経済勘定系列と水資源の貨幣価値量を含む社会会計表（水資

源 SAM）を作成した。本章では、まず、2017 年中国産業連関表と中国統計年鑑等の資料を用いて、

経済勘定系列を作成した。次に、経済勘定系列を用いて、一般的な SAM を作成し、地表水・地下水

と水環境・資源マージンを非生産資産として SAM に組み込み、水資源 SAM を推計した。さらに、推

計した水資源 SAM を用いて、2017 年の水資源環境調整済みグリーン GDP を試算し、SAM 乗数分析等

を行った。 

 第 6 章では、国際間の水資源移動に関する分析がなされている。本章ではまず、中国の輸出入

の状況と日中間の商品貿易の状況を分析し、次に仮想水貿易理論に基づいて水の輸出入量を計算す

るモデルを述べる。第 3 章で独自に作成した日中間の国際供給・使用表をベースにして、2012 年の

日中間の水の輸出入量を推計し、計算の結果について分析を行った。最後に第 7 章では、博士論文

全体の内容がまとめられている。 

 

3．本論文の意義 



 本論文の意義は、以下の通りである。第 1 に、従来、水資源の利用に関する研究では、既存の

統計の制約があることに対して本研究では SEEA-CF のフレームワークに沿って、物的な水資源使用

量と水資源の貨幣価値量を用いつつ、中国の水資源の賦存・利用状況をより具体的に分析すること

が可能となった。 

 第 2 に、中国の国民経済計算体系を用いて、供給・使用表および産業連関表を作成することを

試みられた。また、日中間の国際供給・使用表の作成とこれを用いた国際産業連関表についても推

計がなされ、こうした中国表および日中間の国際表の投入係数の安定性について検証が試みられ

た。 

 第 3 に、本論文で作成した物的水資源勘定によって、水資源の資産負債表のデータの基礎を提

供することが可能となると考えられる。本稿で作成を試みた中国の水資源勘定は、中国における

SEEA-CF のフレームワークの応用の初の試みということができる。 

 第 4 に、水資源 SAM を作成することによって、従来中国でグリーン GDP を中心に展開されてき

た環境・経済統合勘定に対して、水資源が経済全体に与える影響のみならず、産業・制度部門別の

影響の分析を行った。また、従来のハイブリッド型の産業連関分析に対して、水資源 SAM を用いる

ことで、物的・貨幣的な両側面から水資源に関する政策を分析することが可能となったということ

ができる。 

 また、本論文は中国における応用上の意義は以下の二点にある。第 1 に、水資源の賦存・利用

状況をより正確に把握することは、水資源を合理的に使用するのに役立つ。中国では、急速な経済

発展、人口増加と都市化の進展に伴って、製造業、サービス業と家計等の水資源への需要が高まっ

ており、使用者間の水資源の使用にかかわる対立も強まりつつある。そこで、本論文では水資源の

資産勘定を作成し、水資源の保有量と各産業の水資源の使用量及び使用状況を調査し解明した。こ

の水資源資産勘定の結果に基づいて、各産業への用水量の配分、水資源の使用効率の改善、2022 年

と 2035 年の節水目標の実現に向け、数値の根拠を提供することが可能となった。 

 第 2 に、従来のハイブリッド型の産業連関分析手法のみならず、SAM 乗数分析と産業連関分析

を利用して、同じ問題について物的および貨幣的側面からシミュレーションする。この結果を示せ

ば、より適切な節水政策を提案でき、政策応用上の意義が大きいといえる。本研究では、2017 年の

水 SAM の乗数、2012 年の水使用係数と国際間の水の流出入量等の定量的な分析を通じて、中国の水

資源の使用状況を明らかにした。これは、中国の水資源の使用効率の改善と貿易構造の調整に定量

的なエビデンスを提供し、中国の深刻な水資源問題を解決するための新しい視点を示した。 

 

4．本論文の結論と政策向けの提言 

 本論文の分析の結果は以下のようである。第 1 に、本論文では、供給・使用表および産業連関

表を作成するに際して、投入係数の導出に関して、商品技術仮定または混合技術仮定が投入係数の

安定性を確保できることを解明した。また、本論文の経験は、地域間表の作成に活用できると考え

ている。地域間の産業連関分析は、貿易分析のみならず、環境とエネルギー分野の分析にも多く用

いられた。しかし、中国は国内の地域間産業連関表は公表したものの、国際表の作成に関してはま

だ経験が少ない。中国にとって、今後いかに多くの統計資料を収集し、中国を中心とした国際供給・

使用表、そして国際産業連関表を作成するかが重要な課題となる。本研究は、この作表の課題を解



決する一つの手がかりを提示したものである。 

 第 2 に、本論文では、既存の水に関する統計資料を用いて物的水資源勘定を作成した。このデ

ータは、中国の水資源利用状況を分析する際の新たな根拠となり、また水資源の資産負債表を作成

する際の基礎にもなる。そして、市場価格法と NPV 法を用いて、水資源の物的な使用量を貨幣価値

量に変換し、中国における SEEA-CF のフレームワークの応用を試みた。この物的及び貨幣的な水資

源勘定が、水資源と社会経済との統合勘定を実現させたため、中国の水資源の賦存・利用状況をよ

り具体的に分析することが可能となった。分析の結果を簡単にまとめると、2017 年末の水資源スト

ック量は、36,055.9 億㎥であり、河川水は最も主要な存在形式で、降水は最大の水源である。2017

年環境から総取水量は 5,962.2 億㎥である。2017 年に使用された地表水の価値量は約 5,651.63 億

元、地下水の価値量は約 2,121.62 億元、合わせて約 7,773.25 億元である。2017 年の水資源ストッ

クの総貨幣価値量は約 44,571.38 億元である。 

 第 3 に、水資源を SAM に組み入れ、SAM を環境経済統合の分析ツールとすることを試みた。2017

年の水資源 SAM 作成と分析は、中国での環境経済統合勘定の実応用と考えられ、SAM の応用方法を

一定程度広げた。水資源 SAM には、収入の分配と使用勘定が含まれているため、水資源が経済全体

に与える影響のみならず、産業・制度部門別の影響も分析できるようになった。また、本論文で単

純に貨幣的な側面から展開した SAM 乗数分析の応用は、今後、物的・貨幣的側面から水資源に関す

る政策の分析を可能にすると考えられる。  

 第 4 に、2012 年の日中間の水流出入の分析結果から見ると、中国は日中間の商品貿易を通じて、

日本に地表水と地下水を輸出、日本から水道水を輸入したが、輸出量の方が多く、すなわち水資源

の純輸出国となっている。しかし、単価の高い水道水は日本からの輸入量が多く、中国は日本から

水資源マージンを得た。また、中国は日本からの商品輸入によって節水効果を得たが、日本は中国

から輸入することより自国で生産した方が水資源全体への負荷が軽い。特に、自然環境から直接に

取る地表水と地下水に関しては、中国で大きな節約効果が得られた。 

 本論文の分析結果に基づき、中国の水資源の不足を緩和するために、以下の三点を提言する。

第 1 に、各産業における水資源の利用効率をさらに向上させ、利用技術を改善すべきである。中国

では、人口と家計消費水準の向上は、水資源への需要増加に引き起こしているが、水資源使用効率

の向上と利用技術の進歩が水資源の不足を緩和する重要なポイントとなる。中国での都市化の進展

と産業構造のアップグレードは、また大規模なインフラをもたらし、製造業、建設業等の産業が水

資源の不足にストレスをかける可能性がある。各産業の水資源の使用効率を向上させ、生産技術の

イノベーションによって、用水量の高い商品への需要の低減、または用水量が低い代替品を探るの

は将来の水資源の不足を緩和する需要なルートである。 

 第 2 に、農業用水の管理を強化する。中国において、農業の水資源使用効率は改善しているが、

農業部門における水資源の消費量が高いという用水特徴から見れば、農業部門は中国の水資源不足

の問題を緩和するもう一つ重要なポイントである。確かに、農業の生産過程において、大量の水資

源が必要となるが、中国では、地域によって、農業灌漑用水の方式はまた伝統的な、湛水灌漑なと

ころがまた一般的であるため、農業の用水効率がなかなか改善できない。将来、農業の水使用管理

を強化し、水資源の使用効率を向上させ、さらに灌漑技術を改善することが中国の水資源不足を緩

和することが可能であろう。 



第 3 に、本研究における SEEA に基づいた水資源分類の日中間の水移動分析は、中国の節水目標

実現に貢献するものである。その目標実現において特に重要なのは、外部への水資源流出に注意を

払い、かつ商品輸出に伴う国内の水資源需要を低減させることである。先行研究によると、中国は

水資源の流出国である。また、本研究の日中間の分析により、特に中国の農業、飲料食品製造業で

日本への水資源流出が多いことが明らかになった。これは、中国水資源不足をさらに深刻化させる

懸念材料である。長期的に、外部への水資源流出に注意を払い、商品貿易の構造を改善し、高付加

価値で水使用量の少ない製品を輸出し、国内で生産する際に十分な水資源を持たない製品を輸入す

るなど、商品貿易を通じて水資源不足の問題を緩和していくことが望まれる。 

 

 

審査結果の要旨 

 

本論文は、経済統計分野での国民経済計算体系の拡張として、環境サテライト勘定、すなわち

System of Environmental Economic Accounting（以下、環境・経済統合勘定と呼称する）の作成

と、これを用いた経済および水資源循環の定量分析を、中国を対象として試みたものである。近年、

国民経済計算に関する国際的な研究動向においては、供給・使用表を基軸として、各種の分析目的

に応じたサテライト勘定や産業連関表等の推計が求められている。とくに中国では、増大する人口

と経済成長のため、国際的にみても、農業・工業用水、家庭での水使用に、制約が強まっている。 

こうした経済・環境両側面の定量的な評価に際して、国内外の先行研究では、第 1 に大気・水・

土壌といった領域の残留物の、環境調整済み国内純生産の推計が中心であり、水資源等を含む自然

資源・環境資産の物的・貨幣的評価が十分に対象とされてこなかった。第 2 に、水資源単体を対象

とした先行研究では、中国一国でなくあくまで地域レベルでの推計がなされ、物的データを付帯表

とする環境分析用産業連関表の作成と分析にとどまり、貨幣的な評価はほぼなされてこなかった。 

本論文ではこれに対して、第 1 に供給・使用表および環境サテライト勘定に基づく環境拡張産業

連関表の作成に際する、投入係数の安定性について検証した。供給・使用表から産業連関表を推計

する際、従来は商品技術仮定での導出が望ましいとされてきたが、負の投入係数が発生する課題を

擁する。本論文では、産業別の供給表をアクティビティ別の供給表に転換するとともに、国際表の

推計に際して、混合技術仮定を用いることで非負で安定的な投入係数となることを明らかにした。 

第 2 に、中国を対象に、従来未着手であった、国際統計基準に沿った環境・経済統合勘定の作成

と分析を行った。具体的には、水資産勘定、汚染物質排出勘定を物的・貨幣的データにより作成し

つつ、水資源社会会計行列の作成と乗数分析によって、中国の水資源の役割は生産要素として労働

や資産と比して過少であるが、地下水に対して地表水の純効果が大きく、環境資産である地表水・

地下水は、開放ループ乗数の効果が大きいことを定量的に明らかにした。 

第 3 に、従来未着手であった、国際表による環境・経済統合勘定の作成を試み、日中間における



経済・水循環の分析を行った。国際貿易における中国からの輸出は、仮想水の概念によれば海外へ

の水資源流出と捉えうる。日中間の環境・経済統合勘定の分析によれば、中国は地表水と地下水を

輸出し、水道水を輸入する水資源の純輸出国であり、とくに農業および飲料食品製造業で水資源の

流出が大きいことが定量的に明らかになった。上記のような、中国の環境・経済統合勘定の作成と

応用による定量的な分析は、経済統計の分野での大きな貢献であるといえる。 

以上のことから、本論文審査委員一同は、本学府の博士号審査基準③に照らして、柳懿秦氏の学

位請求論文「中国環境・経済統合勘定の作成及び応用―水資源の資産勘定を中心に―」が博士（経

済学）の学位を授与するに値するものとして、判断する。 

 

 


